
１．市区町村

２．計画対象期間

令和 ７年 ～ 令和 １１年

３．対象市区町村における有機農業の現状と５年後に目指す目標
ア　有機農業の現状

イ　５年後に目指す目標

４．取組内容
ア　有機農業の生産段階の推進の取組

イ　有機農業で生産された農産物の流通、加工、消費等の取組

別添                            

匝瑳市有機農業実施計画（素案）

匝瑳市

【課題】
・栽培技術・知識の不足
・顧客の獲得・経営の安定
・有機農業者の確保・育成
【現状値】
・経営耕地面積3,040ha（2020年（令和２年）農林業センサス）
・農業経営体数1,366経営体（2020年（令和２年）農林業センサス）
・環境保全型農業直接支払交付金事業において、有機農業に取り組む生産者数及び取組面積：４者・
3,218a

有機農業の普及・展開を図り、生産者数や取組面積の拡大を目指す。また、学校給食における有機栽培
米の提供を通じて、販路の確保や認知度向上等を図る。
事業実施に当たっては、新たな考えや取組を柔軟に取り入れつつ、既存の農業との調和を図ることで、ブ
ランド化等による市農業全体の向上を目指す。
有機農業取組面積：〇ha
・有機農業に取り組む農業経営体数：８者
・学校給食への有機栽培米の提供

取組面積や生産者の拡大を図るため、以下の取組を実施する。
・栽培技術の確立：マニュアルの作成
・先進地視察・講演会・研修会・意見交換会等の実施
・有機農業経営体の連携・情報交換等の促進
・JAS認証取得支援
・ICT等による高精度栽培技術の活用

認知度向上や販路拡大を図るため、以下の取組を実施する。
・道の駅・直売所の活用
・加工品・商品開発
・学校給食等への提供
・食育・農業体験・地産地消
・認証事業・ブランド化等
・イベント・広報活動・PR・情報発信
・消費者等との交流促進
・ふるさと納税返礼品

資料８
検討用のアイデアベース資料



５．取組の推進体制
ア　実施体制図

イ　関係者の役割

６．資金計画

別紙のとおり（※検討中）

７．本事業以外の関連事業の概要

７　みどりの食料システム法に基づく有機農業の推進方針について

８　その他（達成状況の評価、取組の周知等）

※実施に必要な組織、委託先等を記載すること
　別図のとおり（※検討中）

・匝瑳市農林水産課：本実施計画の遂行のための総合調整・事務処理・支援、匝瑳市有機農業推進協議
会の事務局
・匝瑳市有機農業推進協議会：関係者の情報交換・意見交換、本実施計画の進捗管理・効果検証、PR活
動
・匝瑳市教育委員会（匝瑳市学校給食センター）：学校給食における有機栽培米の活用、学校給食や食
育活動を通じた有機農業に対する理解の促進
・公益財団法人　自然農法国際研究開発センター：有機農業に関する研修会・セミナー・技術指導等
・匝瑳市再生協議会・匝瑳市農業委員会・匝瑳市農業振興会：PR活動、イベント実施、生産者等への周
知、事業全般に対する助言
・千葉県海匝農業事務所：農業者等への技術指導・情報提供、事業全般に対する助言
・ちばみどり農業協同組合営農センターそうさ：農業者等への技術指導・情報提供
・農業者等：有機農業に係る取組の試行・実践・PR活動、ノウハウの共有、担い手の確保、販路開拓、学校
給食への有機栽培米の供給
・畜産農家：堆肥の提供、畜産廃棄物等の活用
・脱炭素先行地域関係事業者：環境配慮型農業の推進
・ふれあいパーク八日市場・匝りの里等：有機農産物の直売、PR活動、イベント実施
・地域おこし協力隊：有機農業・農産物のPR

取組の一層の深化や定着を図るため、みどりの食料システム戦略推進交付金と併せて、以下の事業等の
活用を検討する。
・環境保全型農業直接支払交付金（国庫補助事業）：有機農業をはじめとする環境保全型農業に取り組む
農業者等への補助を行う。
・「環境にやさしい農業」推進事業（千葉県単独補助事業）：千葉県農業の持続的な発展に向け、生産性の
向上を図りつつ、生産活動に伴う環境負荷をできる限り低減する「環境にやさしい農業」に取り組む生産者
に対して、環境保全型農業技術の導入支援する。
・地域おこし協力隊（総務省）：地域おこし協力隊を通じてＰＲ等の事業推進を図る。
・個人版・企業版ふるさと納税：寄附を活用し、取組の質的・量的な向上を図る。

※基本計画と本実施計画との関連性等必要に応じて記載すること
　千葉県及び県内市町村との共同で令和５年３月に策定した「千葉県環境負荷低減事業活動の促進に関
する基本的な計画」に沿って、本実施計画に基づく取組を推進する。

本実施計画に基づく取組状況や目標の達成状況等を評価するため、毎年度、庁内で評価の上、匝瑳市
有機農業推進協議会（仮）において、ＰＤＣＡサイクルに基づいた進行管理と効果検証を行うとともに、その
結果を本市の公式ホームページにおいて公表する。
取組の周知については、市公式ホームページや広報紙、SNSなどを活用するとともに、関係団体や地域お
こし協力隊等を通じた情報発信を行う。


